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明石市公共施設配置適正化実行計画の策定について 

 

１ 策定の目的 

  公共施設配置適正化に向けて、本年３月に策定した「明石市公共施設配置適正化基本計

画」で定める基本方針や数値目標（施設総量を 40年間で 30％、20年間で 15％縮減）、施

設種別ごとの方向性に基づき、基本計画期間内である 10 年間（平成 27 年度～平成 36 年

度）での個別施設の具体的な取組手法やスケジュールを示すため、「明石市公共施設配置

適正化実行計画」（以下、「実行計画」という）を平成 27 年度・28 年度の２か年で策定す

る。 

 

２ 実行計画の内容（予定） 

・計画の位置づけ（基本計画との関係等） 

・平成 36年度までの数値目標 

・推進体制 

・個別施設の現状と課題 

・個別施設の取組手法、スケジュール 

 

３ 策定の進め方 

（１）施設配置適正化検討会議での検討 

各部次長級職員等で構成する施設配置適正化検討会議を中心に、施設所管部・課等と

連携して、個別施設のあり方など実行計画の策定に向けた検討を進める。 

（２）明石市公共施設配置適正化に関する有識者会議の設置 

公共施設マネジメントの知見を有し、他市先進事例にも通じる有識者で構成する「明

石市公共施設配置適正化に関する有識者会議」を新たに設置し、客観的・専門的な意見

を受けて進める。（これまでに３回の会議を開催。意見概要は資料５のとおり。） 

【明石市公共施設配置適正化に関する有識者会議委員】 

役 職 氏 名 所 属 

会 長 田端 和彦 兵庫大学生涯福祉学部教授 

委 員 角野 幸博 関西学院大学総合政策学部教授 

委 員 和田 聡子 大阪学院大学経済学部教授 

委 員 池澤 龍三 
(一財)建築保全センター保全技術研究所公共建
築マネジメント研究センター主任研究員 

（３）市民・市議会との意見交換 

   個別施設のあり方に関する市の考え方や有識者会議の意見を示して、明石市財政健全

化推進協議会及び明石市財政健全化推進市民会議において意見交換を行うとともに、市

民に情報提供を行いながら進める。 

資料２ 

第１回財政健全化推進市民会議検討部会(H27.11.13)資料 
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  ○市民アンケート 

   対 象 者：18歳以上の市民 3,000人（無作為抽出） 

   調査方法：郵送による配付、回収 

   調査期間：平成 27年 10月６日～11月６日 

   調査内容：資料３のとおり 

   ※対象者のうちご協力いただける方を「施設モニター」として登録し、今後も引き続

きご意見をいただくこととする。 

 

  ○意見交換会 

№ 対象者・団体等 日 時 場 所 

１ 一般市民 11月23日（月･祝）14時～ 男女共同参画センター 会議室１･２ 

２ 高年クラブ連合会 12月７日（月）13時30分～ 勤労福祉会館 ２階多目的ホール 

３ 連合自治協議会 12月17日（木）14時～ 本庁舎 806ＡＢ会議室 

 

４ スケジュール 

時 期 内  容 

H27/７～12 ・施設配置適正化検討会議において、個別施設のあり方等について検討 

・有識者会議において、個別施設のあり方等について協議 

H27/11 ・財政健全化推進市民会議検討部会において、個別施設のあり方等につ

いて協議 

・財政健全化推進協議会において、検討状況の報告 

H27/12～H28/６ ・施設配置適正化検討会議及び施設所管課において個別施設の具体的な

取組内容の検討、公共施設配置適正化実行計画（素案）の作成 

H28/１ ・有識者会議からの意見をまとめた提言書を受領 

H28/１～６ ・推進協議会及び財政健全化推進市民会議において、有識者会議からの

提言書等を踏まえて協議 

H28/７～10 ・推進協議会及び市民会議において、実行計画（素案）について協議 

・公共施設配置適正化実行計画（案）を作成 

H28/11～12 ・実行計画（案）についてのパブリックコメントを実施 

H29/３ ・公共施設配置適正化実行計画を策定 

 


